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企業広告の内容分析による

テーマ類型化一一製品広告との境界暖昧化

下村宜樹

I.問題の所在

近年，企業広告と製品広告の境界が暖味化し

ているように患われる。企業を訴求しているの

か，製品を訴求しているのか判別できないよう

な広告が観察されるからである。例えば，会業

活動や企業姿勢について言及する広告であるの

に，訴求されているのは「企業Jというよりも，
製品・サービスの購買に直接結びつくような

「企業ブランドJであると考えられる場合であ

る。

広告におけるこれまでの研究では，この種の

広告は企業広告と製品広告の「折衷J広告とし
て捉えられており(小林・嶋村， 1997;清水，

1997) ，ほとんど議論の対象とはならなかった。

製品広告に関する議論においても，企業広告に

関する議論においても桂昌されることは稀であ

る。しかし， r折衷広告Jは，これまでに企業
広告と製品広告に関して指摘されてきたのとは

異なるテーマを訴求するために戦略的に利用さ

れている可能性がある。

本稿では，企業戦絡の観点から「折衷広告j

を企業広告として捉え藍し，広告内で製品・ブ

ランドが提示されている場合に，どのようなテ

ーマが訴求されているのかという問題を議論す

るO 換言すれば， r折衷広告Jの訴求テーマを
議論することによって，従来の議論とは異なる

企業広告の戦略的意味づけを考えたい。

以下では，企業広告のテーマに関する先行研

究から，本稿の位置づけを行う。次に，本稿の

分析枠組みを提示し，企業広告の内容分析を行

う。食業広告のテーマ類型化を試みることによ

って，製品・ブランドとどのようなものが結び

ついて企業広告の社会的・経営的テーマを構成

するのか，また，そのテーマが何であるのかを

議論する。

1I.企業広告のテーマに関する先行研究

これまでの広告研究において，企業広告のテ

ーマが時代に応じて変わるという認識は持たれ

ていたものの，企業広告と製品広告の境界が竣

味化しているという現象は十分に議論されてこ

なかった。

例えば，松田・花上・鈴木 (1995)や松田

(1999) ，栗原 (2000)は， B本における企業広

告の変遷を論じながら，時代背景ごとにどのよ

うなテーマが主に企業広告の中心となってきた

のかを， 1950年代に企業広告が8本に輸入され

て以来の3度にわたる企業広告ブームと絡めて

提示している。

彼らによれば， 1960年代前半は，日本企業の

拡大期に該当しており，設備投資への取り組み

や海外進出などの企業発展をテーマとした企業

広告が多かった。この時期は，消費者の企業に

対する一流イメージを構築するという差別化戦

略を進める狙いが見られた。

1970年代前半は，企業の多角化・合併・社名

変更のためのCI(コーポレート・アイデンテイ

テイ，その中でもロゴマークなどのVI(ピジ

ユアル・アイデンテイティ)を中心とする)， 
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地球環境問題に対する企業擁護などがテーマに

掲げられた。

1980年代後半から1990年代初頭のバブル経済

崩壊の時期までは，企業理念を表現するための

総合的なC1(1960・70年代に見られたV1の訴求

だけではなく， MI (マインド・アイデンテイ

ティ) . BI (どへイピア・アイデンティティ)

を含む)や，企業メセナ・フイランソロピー，

地域に対する社会貢献などをテーマとするもの

が多く見られた。

このように，彼らは50年にわたる日本におけ

る企業広告のテーマの変選について論じてい

る。だが，時代変化によって企業広告がそのテ

ーマを構成するものとして製品・ブランドを用

いることに関する言及や，製品広告との境界が

緩妹になっている点についての指摘がない。企

業広告の中に製品が構成要素として含んでいる

ことを議論の対象としていないのである 1)。

もちろん，製品をその構成要素に持つ企業広

告について議論する諸研究が会くないわけでは

ない。しかし，これらの議論における折衷広告

の扱いは断片的であり，従来から捉えられてい

る食業広告のテーマを土台とする 1ないしは2

側面的な視点からの見解である。

小林(1995) は，マーケテイング理論の変化

における広告の役割変化の見臨しを行い，企業

と社会(消費者)との関係についての議論から，

食業広告を戦略広告と捉え直した。戦略広告を

製品広告・企業広告双方の役割を併せ持つもの

と捉え，消費者との共生と共感をキーワード

に，環境問題と社会の文化促進貢献が主に戦略

広告のテーマとなることを指摘している。

1)また，折衷広告それ自体について，小林・潟村

(1997)や清水 (1997)は，広告を内容訴求那・広

告呂約加に分類するという鮫点から，企業広告・製

品広告双方の意味に解釈できる広告を f折衷広
告J，もしくは， r企業・製品折衷広告jとして分類
している。これらの議論では，広告を訴求別分類か

ら，明確に企業広告，製品広告，折衷広告の3種類
に分けている。

岩本(1998)は， IR (インベスター・リレー

ションズ)の観点からのみであるが，企業広告

の方向性の 1っとして，財務コミュニケーショ

ンをテーマとする企業広告について言及する。

そこでは，企業の情報開示という点から，企業

情報としての製品・サーピス情報を業績と結ぴ

つけた形の企業広告の存夜を提示している。

石崎(1998)は，製品販売の支援を目的とし

た折衷広告を，広告主が製品を前面にして企業

を訴求する場合には，それが企業広告であると

考えられることを指摘している。

高橋(1997)は，日米双方における会業広告

事例のサーベイから，企業環境の変化の中で，

環境に適応した金業広告出稿の必要性を論じて

いる。そこでは，金業イメージが企業の実体と

合わなくなったときに，その環境に合致したテ

ーマで企業広告を実施することを主張してい

る。

製品広告との唆味化について，小林や岩本，

石崎は企業広告という枠組みから議論してお

り，その企業広告のテーマには，製品・サーピ

ス情報が核となることを提示している。また，

小林と岩本は企業の情報開示という点でも共通

している。これは，企業活動・財務情報だけで

はなく，製品情報も企業情報であることを表し

ている。一方で，高橋は，金業とそれを取り巻

く環境との間のイメージの差異を埋めるものが

企業広告のテーマとなることを指摘している。

そこには，企業広告と製品広告を合わせた折衷

広告もその範留に含んでいる 2)。

これら一連の研究に対して，企業広告のテー

マや表現素材についての調査が2つ行われてい

る。 lつは日経広告研究所 H997年度広告動

態調査.P)であり，もう 1つは臼絞広告研究所

『企業広告の総合調査』である。

2 )これに隠して，岩本(1997) も折衷広告自体を企業

広告の範殴に含んでいる。

3 )調査内容については，日経広告研究所綴 (1998)，

p.266を参照。
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日経広告研究所 r1997年度広告動態調査J
(以下， r動態調査1)では，広告主に対して企
業広告のテーマとして取り上げる(または，今

後取り上げたい)社会活動について費問してい

る。その質問項目は，以下の通りである O

偶人・家庭の生活の質向上への貢献，地域社会へ

の貢献， 00際社会への貢献，環境問題への取り組

み，芸術・文化支援，福祉活動への参加，生涯教

育・学校教育など教育問題への取り組み，中高年

層の雇用促進，共生・共存を基にした経営臼標・

経営倫理の確立，経営情報の積極的な情報公開，

技術情報の積極的な情報公開，その他

1997年時点において，企業広告で取り上げて

いる社会活動として， r個人・家庭の生活の質
向上への貢献J(40.3%)， r環境問題への取り
組みJ(35.2%)， r芸術・文化支援J(23.0%) 
を挙げている。そして，今後の企業広告で取り上

げたい社会活動としては， r環境問題への取り
組みJ(40.6%)， r傍人・家庭の生活の質向上
への貢献J(31.8%)， r地域社会への貢献j
(21. 6%) を挙げているヘ

また，日経広告研究所『企業広告の総合調査J
(以下， r総合調査.1)では，企業広告を作成し
た広告主に対して，どのような表現素材を用い

たのかを質問している九その質問項目は，以

4) r動態調査jにおけるこれらの質問は， 1998年度f食
業広告の総合調交Jにおいても行われている。 1998
年持点、において，企業広告で取り上げている社会活

動として， I環境問題への取り緩みJ(59.3%)， I地
域社会への貢献J(56.5%入「個人・家庭の生活の
質向上への貢献J(34.4%)を挙げている。そして，
今後の企業広告で取り上げたい社会活動としては，

f環境問題への取り経みJ(36.8%)， I地域社会への
賞獄J(29.7%)， I個人・家庭の生活の質向上への
貢献J(28.2%)を挙げている。
5)この質問は，日経広告研究所が選択した1社1種類

ずつの企業広告をその秘作した広告主に提示して，

複数回答化でどの表現素材を使用したのかを尋ねて

いる。

下の通りである。

企業哲学，経営理念，社是・社訓，歴史・伝統，

社風，社員，社長，業緩，長期ビジョン，務品・

ブランドの内容訴求，間際活動，新規事業，技術

力・研究開発力・サービスカ，取引先ほか関連会

社，マーク・社主義・ロゴタイプ，シンボルとなる

施設・設備，芸術・文化・スポーツ支援活動，環

境問題に隠する取り緩み，福祉活動への取り組

み，地域社会に対する取り組み，教育問題への取

り組み，震用問題への取り組み，その他社会活動，

キャンペーンの内容，周年そのもの，上場活頭公

開そのもの，その他

1998年度における『総合調査jの由答結果は，

「蕗品・ブランドの内容訴求J(48.8%)が最
も企業広告の中で用いた素材であり，以下， r技
術力・研究開発力・サービス力J(37.2%)，r経
営理念J(32.9%) と続く。
企業広告の調査項自について， r動態調査j
では，社会活動に限定しているのに対して， r総
合調査jのほうが社会活動だけでなく，企業経

営に関する包括的な調査項目を取り扱ってい

るO だが， r総合調査』では，使用している表
現素材それぞれの使用割合を明らかにしている

のみである。これは，どの表現素材を企業広告

で多く使用しているのかを知るだけである。し

かし，柴原 (2000)や松田(1999)とは異なり，

企業広告の構成要素として， r商品・ブランド
の内容訴求jが含まれている O これは，多くの

企業が「この広告は企業広告であるJと位置づ
けても，企業広告を構成する要素として，社会

的・経営的な表現素材ばかりでなく，製品・ブ

ランドも対象となることを示している 6)。

6 )桑沼(1997)は，数年前から食業広告と製品広告と

の激合が進んでいる傾向があることを指摘しなが

ら， 1996年度の調査において，その結果が数値とな

って現れたと述べている。また， Davids (1986)や

Schumann， Hathcote and West (1991)は，米間で
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以上の先行研究・調査に対する本稿の位置づ Jaworski and MacInnis， 1986 ; Keller， 1993)，あ

けは，次のようになる。これまで企業広告の変 るいは価値観 (Gutrnanand Reynolds， 1984; 

遷から，内容分析が行われてきた。だが，実際 Reynolds and Craddock， 1988)に結びついた

には，企業広告の中で製品を前面に訴求するも

のが現れ，製品広告との潤に唆味化が見られる

ようになった。しかし，議論としては製品広告

との暖昧化が意識されていなかった。本稿のよ

うに，それを意識している研究は先に挙げた小

林 (1995)や高橋(1997)，岩本(1998)，石崎

(1998)など数少ない。これら先行研究・調査

のサーベイから，本務では，現在の会業広告に

まつわる状況を単に折衷広告として片づけるの

ではなく，企業広告の視点からどのようにこれ

らの状況が把握できるのかという点を議論し，

企業広告の新たな戦略的役割を考える。

従って，企業広告の観点からすれば，企業広

告において，製品・ブランドと何が結びついて

社会的・経営的テーマを構成するのか，そし

て，そのテーマは何であるのかを明らかにする

必要がある。本稿では，企業広告の内容分析を

行い，テーマの類型化を試みる。話では，内容

分析のためのフレームワークを構築するため

に，企業広告と製品広告が広告の訴求内容から

どのように捉えられるのかを検討する。

阪.企業広告と製品広告

製品広告では，広告の主体になるものはもち

ろん製品であり，広告とその表現素材7)となる

製品が密接な関係を持つ。そこでは，製品が主

体であるので，製品属性，及び¥製品から発

せられる機能的・経験的・象徴的便益 (Park，

既に1980年代半ばに連想広告(AssociationAdver甘r
ing)の成長・普及によって，企業広告と製品広告と

が区別しにくくなったと述べている。

7)本稿で定義している広告の「表現素材jとは，広告

コピー(広告物にある文字・言葉)だけでなく，広

告物を構成する全ての要素を指している。

ものが製品広告の主な訴求内容・テーマとなっ

てきた。製品広告の場合，製品(そのもの，ま

たは，そこから発せられるもの)が広告の表現

素材となり，製品そのものが広告の中に現れ

る。つまり広告の中で，製品が「製品十α(製

品から発せられるものけという訴求内容の状

況に置かれていると考えることができる O

これに対して，企業広告は，製品広告より幅

広く，企業にまつわる様々な事柄が表現素材と

なる O これは，シンボルとなる施設・社員・企

業のロゴなどの物理的要素だけが素材となるの

ではなく，企業哲学・経営理念活動などの非物

理的要素，はたまた製品そのものも企業広告の

表現素材となる O それが集約されて企業広告の

訴求内容・テーマを構成するのである。

従って，企業広告と製品広告の比較を行え

ば，製品広告は「製品属性一便益一価値観Jの
構造に捕らわれており，製品(名)が必ず広告

に含まれていなければならない。いわば製品に

縛られる形となる。それに比べて，企業広告は

企業にまつわるもの全てが表現素材となりうる

ので，取り上げられる表現素材は多岐にわたる

可能性がある。このような状況を顕示すれば，

〈鴎 1>のようになると考えられる。

〈国 1>は，表現素材が訴求内容に集約され，

その訴求内容が企業・製品・ブランド名に集約

されることを矢印で表している 8)0 <図 1>で

えば，広告で提示されている [A]のことを

行っているのは[副という食業， [C]という

機能があるのは(あるいは， [0]の気分にな

るのは)[E]という製品・ブランド，という

矢印の関係である。製品広告の場合には，矢印

の関係の中に「製品関性一使主主→部値観Jの構

8)二瓶 (2000，p.1l9) も広告物にこれらの関係が存

復することを指擁している。
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造が見られる 9)。また，折衷広告では，訴求内

容によってそれが製品・ブランド名や企業名の

どちらにも集約されうることを示している。間

様に，企業広告とは，訴求内容が同じく広告に

舎かれている企業名に集約されるものと捉える

ことカfできる。

N.企業広告の内容分析フレームワーク

製品とブランドだけが広告内の構成要素であ

るならば，それは製品名も広告に提示されてい

るのであるから製品広告である。しかし，ぞれ

が企業広告となるには，そこに社会的・経営的

なものと絡めた形で製品やブランドが広告の構

成要素となるはずである。構成要素が集約され

て訴求内容となり，その訴求内容が食業名に集

約する。食業広告では，個々の表現素材が集ま

って 1つの訴求内容・テーマを構成する。も

ちろん，製品・ブランド以外は 1つの表現素材

だけで lテーマを構成することもある。そこで

は表現素材の中の 1つとして，製品やブランド

が含まれることになる。それを図示したものが

く国2>であり，本稿における企業広告の内容

分析のフレームワークとなるものである O

図2 企業広告の内容分析フレームワーク

企業広告

• • • ⑧
 

⑧
 (企業活動・製品，その他…)

企業名

9)企業広告においても，製品広告と何様に「企業属性

一便益…イilfi値観jと結びついたものがテーマになる

それでは，このフレームワークによって企業

広告を分析するために，内容となる誠査項目に

どのようなものが存在するのか。その手がかり

となるものに f動態調査』と『総合調査』で用

いられた調査項目がある。

Eで述べたように， r動態識査iでは社会活
動のテーマに限定しているのに対して， r総合
調査Jではより包括的な表現素材を取り扱って
いる。だが，問題は f総合調査jの表現素材を

用いることから企業広告のテーマを導き出せる

のかということである。しかし，単なる「表現

素材Jと規定するのであれば，例えば，社員・
社長だけではなく，タレントや動物なども含ま

れることになる。これらは現在の企業広告に多

く見られる表現素材である。また，それ以外に

も多様で詳細な表現素材が存在すると考えられ

るからである。

しかし， r総合調査jの場合，表現素材とい
っても，その個々の項目は f環境問題に関する

取り組みj，r企業哲学j，r歴史・伝統Jなど企
業広告のテーマを構成するものも存主するo小

林 (1995)が提示した f環境問題jと「社会の

文化捉進貢献Jというテーマは， r総合調査j
においてそれを構成する項目が存在する O それ

は f動態誠査Jにおいても「環境問題への取り
組みj，r芸術・文化支援jと該当する項目が存
在する。また，岩本 (1998)が提示した「財務

コミュニケーションjというテーマは， r総合
調査jにおける「業績jゃ「上場店頭公開その

ものJなどによって構成されると考えられる。

それは『動態調査Jにおいても「経営情報の積
極的な情報公開jと該当する項自も存在する。

後で述べるように， r動態調査jのテーマを構
成する『総合調査jの表現素材もある。このよ

うに， r総合調査Jの調査項目の大半は，社会

ことをReynolds，Westberg and Olson (1997)は指

摘している。だが，そのようなテーマ構造を持つ企

業広告は実際に多くないと考えられるので，<図 1> 

では図示しなかった。
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的・経営的な表現素材であり，企業広告におけ

る社会的・経営的テーマを構成するものと捉え

ることができる。従って，そこから企業広告の

テーマを導き出せることが考えられる。だが，

それらの項目間には多少内容や意味の重複する

ものも存在するので，そのまま内容分析に用い

るのではなく，さらにそれを再検討する必要が

ある。

f動態調査jと『総合調変jの各項目を検討

すると，両者の間には，共通した項目がいくつ

か存在している or芸術・文化・スポーツ支
援j，r地域社会への取り組みj，r環境問題への
取り組みj，r福祉活動へ取り組みj，r教育問題
への取り組みjは，両者に共通する。 f総合調

査jにおける「経営理念Jと「国際活動j，r雇
用問題への取り組みj，r技術力・研究開発力・
サ…ピスカ」の各表現素材は，それぞれ f動態

調査jにおける「共生・共存を基にした経営目

標・経営倫理の確立jと「閤際社会への貢献j，

「中高年層の雇用促進j，r技術情報の積極的な
情報公開Jというテーマを構成するものと捉え
ることができる O また， r総合調査jの「業績J
は， r動態調査jの「経営情報の積極的な情報
公潟Jの中に含むことができる O これは，岩本
(1998)が指摘する財務コミュニケーシヨン広

，つまり， r経営財務情報Jと読み替え可能
である。一方で， r動態調査jの中で「個人・
家庭の生活の質向上への貢献jを構成する表現

素材が f総合認査jには存在しない。これは単
独の項目を構成すると考えられるので，本稿で

は「生活提案jと名付ける。

『総合調査jでは， r社員jと「社長」が分
かれた項呂となっているが，両者は企業の人的

構成要素であるので， r従業員」の 1項目にま
とめることが可能である。「企業哲学jと「経

営理念jについても，食業側でなければそれを

区別することは不可能であると考えられるの

で， r企業哲学・理念」の 1項目とする。また，
この項呂は f動態調査Jの「共生・共存を基に
した経営目標・経営倫理の確立」を構成するも

のである。これに対して， r総合調査jにおけ
るf取引先ほか関連会社jは， rグループ企業J
と「取引企業との共同活動jに分割することが

考えられる。最近は，企業グループ全体の訴求

だけでなく，自社の製品や技術力などを他社が

採用していることを共同で訴求するものが多く

なってきているからである O 従って，この項自

を分割した。また， r総合調査jにおける「潟
年そのもの」は，企業のこれまでの歩みや歴史

を振り返るものであるから， r壁史・伝統Jに
含むことができる。

『総合調査iの中で fキャンベーンの内容J
に関して，食業広告がキャンベ…ンものであ

るか否かは内容分析によって把握することが

できない。即ち，連続複数自の出稿ではなく， 1 

回限りのものであっても，企業によってはそれ

をキャンペーンものであると位置づけている場

合もある。広告制作側でなければそれがキャン

ベーンものかどうかは判断することができない

からである。従って，本稿においては，この項

目を削除する。「地域社会に対する取り組みj

についても，活動によっては「芸術・文化・ス

ポーツ支援活動j，r環境問題に関する取り級
みj，r福祉活動への取り組みj，r教育問題への
取り組みj，r雇用問題への取り組みj，rその他
社会活動jのいずれかに含まれることが考えら

れるので，この項目も削除する。

また，金業広告では，名刺広告のように企業

名のみを訴求するものもある o CI実施の中で

は，企業ロゴマークなどのVI変更の場合には

それのみで，もしくは，強調して訴求する O そ

こでは， r総合調査jにおける「マーク・社章
・ロゴタイプJが「企業ロゴ・マークjとして
調査項目に含むことが考えられる。

両調査で用いられた質問項告を再検討した結

果，以下のように，企業広告の調査項目が整理

される。

企業哲学・理念，社是・社訪11，歴史・伝統，社風，

従業員，経営財務情報，長期ピジョン，製品・ブ
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ランドの内容，国際活動，新規事業，技術力・研

究開発力・サービスカ，グル…プ企業，耳目i企業

との共同活動，企業ロゴ・マーク，シンボルとな

る施設・設備，芸術・文化・スポ…ツ支援活動，

環境問題活動，生活提案，福祉貢献活動，教育問

題活動，震用問題活動，その他社会活動，上場活

受賞公開， その他

本穏では， <図2>の分析枠組みに基づき，

以上整理された24の調査項目を用いて実際に企

業広告を分析し，新たに企業広告のテーマを類

型化することを試みる。そこから，製品・ブラ

ンドが企業広告の中でどの表現素材と組み合わ

され，どのような社会的・経営的テーマ構成す

るのかを明らかにする。

V.企業広告の輯査・分析方法

分析対象となる企業広告は， r広告月報(朝
包新潟社)j， r広告批評(マドラ出版)Jの1999
年 l 月号~2000年10月号に掲載されているもの

から抽出した叩)。

企業広告は，これらの雑誌の中から判断抽出

法によって抽出した日)。抽出の段階で，会業広

告とも製品広告とも判別しにくい折衷広告があ

ったが，これも本稿では企業広告と捉え，分析の

対象としたヘ結果的に，抽出した企業広告の

10) rいろのインパクト『色樹新聞広告図鑑JJ.r2001年
広告の旅Ja広告月報J)，r今月のグラブイツク広
告選J.r今月の新潟広告J(r広告批評J)。
ll)企業広告(Insti旬むonalAdvertising， Corporate Adver-

tising) というJfl~苦 iま， “Institutional Advertising (制

度広告)"と捉えると，政府や地方公共間体など非営

利団体の広告も含むことになる。しかし，本穏では，

企業広告を“CorporateAdvertising"と捉えている

ので，抽出した食業広告は営利企業のものに限定し

ている。

12)本稿では，広告内で製品・ブランド名のみを提示し

ているものは，内容が企業活動に関するものであっ

ても，これらの広告を会業広告とは規定せず，摘出

数は， 292社648種類である。その使用媒体は，

新開が578種類，雑誌が27種類，ポスターが43

種類である。印尉媒体のみを抽出した理由は，

企業が企業広告において最も重視する媒体とい

う点からである日)。

次に，抽出した企業広告を lつずつWで検討

した24の調査項目に照らし合わせて 1つの企

業広告の中でどの表現素材を用いているのかを

1項目ずつチェックしていった凶。チェックの

仕方は，例えば， r技術力・製品開発力・サー
ビスカjという表現素材がその企業広告で「見

られるJのであれば r1 J， r見られないJのな
ら rOJ，とコード化した。
分析方法について，本稿では，企業広告の内

容を分析するために主成分分析を実施した。

成分分析とは， r分析対象となるすべてのデー
タ変量を相互に組み合わせた相関行列の中か

ら，その再現性をよりどころに合成変量とし

て，主要な成分を要約するものJであるl九つ
まり，各変数を lつずつ個別に考えるのではな

く 2変数を組み合わせた相関行列により，各

変数を組み合わせてその散らばりの最も大きな

方向から独立に順序よく総合値として要約した

ものである回。主成分分析の採用は，偲々の表

現素材を集約したものが新たな企業広告のテー

の対象とはしなかった。また，折表広告であっても
製品・ブランドやサ}ピスの「価格jを掲載してい

るものは，製品広告と規定した。

13) r食業広告の総合調査jにおいて，企業が企業広告
出穏で最も3重視する媒体の比率は，新湾(58.4%).

TV(18.2%)，雑誌(5.3%)の嫡である(鈴木.1999)0 
14)以下の企業広告の内容分析については.Davis 

(1997)に基づいて実施した。また，内容分析に隠

して.Dyer (1982) (訳(1985).pp.1l9-121.)は，

本務のように自ら広告を分析することを fテキスト
分析jと定義する。一方で.r企業広告の総合調査j
や f広告動態調査』のように，広告総作者に対して
その意図を尋ねることを「非テキスト分析」と定義

する。

15)清水 (1998).p.146 

16)前掲番.p.148 
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器提1

主成分負荷蛍 第1主成分 第2主成分 第33:成分 第u成分 第5主成分 共通性|
環場問題活動 籍選襲 0.36 0.06 一0.29 -0.26 0.87 I 
芸術・文化・スポーツ支援活動 鱗襲議 0.23 -0.44 0.03 -0.39 0.94 

シンボルとなる施設・設備 麟襲議 0.16 0.15 0.42 -0.02 O. 76 
福祉貢献活動 機選襲 0.41 -0.38 -0.24 0.08 0.83 

教育問題活動 機議議 0.06 -0.55 0.39 一0.25 0.92 

雇用問題活動 機襲警 0.03 -0.40 0.18 0.18 0.59 
食業哲学・理念 -0.39 畿襲撃 0.26 -0.02 0.02 0.82 
長期ピジョン -0.35 機撃藤 0.22 0.13 0.01 0.77 

歴史・伝統 0.23 麟議襲 0.26 -0.08 0.21 0.65 
社是・投書11 …0.36 

麟磯議議襲議
-0.24 0.08 -0.35 O. 77 

経営財務情報 一0.22 0.07 -0.27 0.16 0.51 

製品・ブフンドの内容 0.25 -0.26 離襲撃 -0.43 0.17 0.90 
その他 0.41 一0.38 0.06 -0.34 0.95 

技術力・研究開発力・サービスカ 一0.39 0.33 畿議襲 -0.21 0.11 O. 76 
企業ロゴ・マーク -0.24 0.30 鱗襲撃 0.19 0.36 0.72 

グループ企業 -0.11 0.10 -0.29 勝機 0.45 0.88 

思際活動 -0.16 0.24 0.25 
藤機議議議議

0.20 0.74 

新規事業 -0.18 0.28 0.14 0.25 0.64 

従業員 -0.46 0.36 -0.09 0.07 
機藤議襲議撃

0.88 

干士風 0.39 0.39 0.08 0.12 0.80 

題有鍾 4.27 3.70 3.17 2.45 2.11 15.70 

寄与率(%) 21.33 18.52 15.86 12.25 11. 56 78.52 

(※第5主成分までに入らなかった変数はく表1>から除外した)

マを構築するという〈図2>の分析枠組みに基

づいている。企業広告の内容分析を行い，観察

される多様な表現素材を幾つかの要素に集約し

て新たに企業広告のテーマを類型化し直す。こ

の類型化によって， r製品・ブランドの内容j
を構成要素とした企業広告のテーマや，どの表

現素材が「製品・ブランドの内容jと結びつく

のかが明らかになるであろう。

VI.企業広告のテーマ分類と製品広告との境界

唆疎化

VIでは，実際に企業広告の内容分析を行うこ

とで，具体的に「製品・ブランドの内容Jとど
の表現素材の組み合わせが企業広告の中に見ら

れ，それがどのようなテーマを構成するのかを

明らかにする。そこで，抽出された企業広告に

ついて，Nで検討した調査項目を用いて 1つず
つチェックした後，主成分分析を行ったとこ

ろ， <表1>のような結果が得られた。

〈表1>に示されるように，主成分分析によ

って 5つの主成分が導き出された 5つの

主成分の累積寄与率は，約79%である O

第l主成分には， r環境問題活動J，r芸術・
文化・スポーツ支援活動j，rシンボルとなる施
設・設備j，r福祉貢献活動j，r教育問題活動j，
f雇用問題活動jの各表現素材が含まれている。

従って，第l主成分に集約されたテーマは，企

業が企業市長として取り総んでいる活動内容を

訴求していることから， r社会貰献活動Jと名
付けることができる。

第2主成分には， r企業哲学・理念j，r長期
ビジョンj，r歴史・伝統j，r社是・社訪IIJ，r経
営財務状況jの各表現素材が含まれている。こ

17)各主成分は独立しており，互いに直交しているの
で，主成分間に相関関係はない(朝野， 1996)。
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れらは，企業の理念やビジョンなどの自に見え

ない漠然としたものを表現素材とするだけでは

なく，それに加えてこれまでの企業活動や財務

状況などの具体的情報を付与した企業広告であ

ると捉えることができる O 従って，第2主成分

に集約されたテーマは， r企業経営状況Jと名
付けることができる。

第3主成分には， r製品・ブランドの内容j，
「その他j，r技術力・研究調発力・サービス
力j，r:iE:業ロゴ・マークjの各表現素材が含ま
れている。第3主成分に集約されたテーマは，

「製品・ブランドの内容Jが中心になっている
ので， r製品・ブランド力jと名付けることが
できる。この中で， rその他Jの範轄に含まれ
るものは，例を挙げると，有名人の人格と企業

.ブランドのアイデ、ンティティをオ…ノTーラッ

プさせたもの，企業・ブランドを暗示させるよ

うな色や風景などである。

第4主成分には， rグループ食業j，r盟際活
動j，i新規事業Jの各表現素材が含まれている。
これらは，個々の企業ではなく 1つの企業グル

ープ体として新規事業への進出やグローパル活

動を訴求するものであると考えられる。従っ

て，第4主成分に集約されたテーマは， rグロ
ーパル企業活動Jと名付けることができる則。
第5主成分には， r従業員j，r社風Jの各表
現素材が含まれている O これらは，実際に企業

の従業員が広告に登場したり，戦場環境や社内

の雰囲気などを訴求するものであると考えられ

る。従って，第5主成分に集約されたテーマは，

f社内風景」と名付けることができる。

以上，主成分分析によって，最近1年半の企

業広告には，i社会貢献活動J，r企業経営状況j，
f製品・ブランドカム「グローパル企業活動j，

f社内風景jの5つの社会的・経営的テーマが

存在することが明らかになった。そして，企業

18)第4主成分を「グローパル企業活動」としたのは，

f表立際活動Jと f新規事業Jの主成分負荷景を比較
して，前者の数値のほうが高かったからである。

広告のテーマを類型化することで， r製品・ブ
ランド力Jというテーマと，そのテーマを「製
品・ブランドの内容jと共に構成している表現

素材が明らかになった。それは， rその他j，r技
術力・研究開発力・サービスカj，r企業ロゴ・
マークjである。この結果は，従来の企業広告

のように企業姿勢や行動(剖えば，環境問題に

対する自社の具体的な取り緩み， 21世紀に向け

ての長期ビジョン)などの表現素材だけではな

く，これまで企業広告に含まれなかったような

表現素材(それが調査項呂における fその他」

に含まれるものである)も企業広告のテーマを

構成するものとして企業において意識されるよ

うになったことを示すと考えられる O そして，

この分析結果は，製品広告との境界経味化の進

展を示しているものであると患われる。

更に，この種の企業広告でも「企業ブランドJ
を核に訴求するものは，企業にまつわる表現素

材だけでなく，より消費者のイメージや感性に

依存する多様な表現素材を扱っていることが在

日される 19)。しかも，この企業ブランドは，単

に製品そのものや製品名に付随するだけの「企

業ブランドjではないことも「製品・ブランド

の内容jがf技術力・研究開発力・サービス力」

や「企業ロゴ・マークjだけでなく， rその他J
という表現素材と結びついているという分析結

果から推察される。製品にかかわらない素材を

用いた企業広告によって「ブランドとしての企

業jが訴求されていると考えられるのであるO

羽.結果の要約と今後の課題

本稿では，企業広告と製品広告との境界が媛

味になっている状況を f折衷広告jとして捉え

19)これらの広告を(企業姿勢を訴求する)企業広告・

(製品内容を訴求する)製品広告ではなく.rブラ
ンド広告」として規定する場合，その表現素材は製

品や企業に限らなくなり，企業広告と製品広告との

媛味化・激合化が一層進んだ状態となる。「ブランドJ
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るのではなく，新しいタイプの「企業広告jと

して議論した。企業広告の中で製品・ブランド

の内容とどの表現素材が結びつき，どのような

経営的・社会的テーマを構成するのかを明らか

にするために，企業広告の内容分析と主成分分

析を行った。その結果，本稿が調査対象とした

企業広告は.r社会貢献活動j.r企業経営状況j，

f製品・ブランドカム「グローパル企業活動j，

f社内風景Jの5つの社会的・経営的テーマが

同定された。また，製品・ブランドの内容と結

びついて f製品・ブランド力Jを構成する表現
素材は， r技術力・研究開発力・サービスカj

とは， Kotler and Armstrong (1999， p.245)によ

ると， rある売り手，または，売り手グ)v…プが製
品・サーピスを競争相手のものと区別するために意

図された名前，用語，記号，シンボル，デザ、イン，

あるいは，それらの綴み合わせJと定義されている。
この定義に従えば，広告の受け手となる消費者にブ

ランドを識別させるためには， rブランド広告jで
は，製品広告における「製品÷αJという表現素材
だけでなく，ブランド・アイデンティテイやイメー

ジを表現したり単にそれを経示するものであるのな

ら全て広告の表現素材となる。そして，そこから導
き出される訴求内容(テーマ)はブランドという傘

の下で多様なものになると考えられる。また，広告

物は， <殴 1・2)から， <図3)のように変化する。

〈図3)は，訴求内容からブランド名に注Bするだ
けでなく，ブランド名を見ることによって訴求内容

に何を示しているのかを広告の受け手が波宮する場
合があることを示している。「製品属佼→更益儲

億観Jが点線になっているのは，訴求内容によって
これらの構造が全く見られないか，部分的にしかな

い場合が存在するからである。

陸自3
ブランド広告

寝室主;霊EP:ー:
¥↓/ 
訴求内容 :結果・便益j

ブランド名 : 属性

や「企業ロゴ・マークj，rその他jであった。
本稿の理論的合意は，企業を訴求しているの

か，製品を訴求しているのか判別できないよう

な広告を従来の諸議論と時様に単なる折衷広告

として整理するのではなく，企業広告として議

論することによって，企業ブランド構築戦略と

して，この種の広告が利用されている可能性を

示唆した点にある。こうした示唆は，以下のよ

うにまとめることカfできるであろう。

仮説会業広告は，これまで指摘されてきたよう

な企業姿勢や活動を前面にして訴求する

「広報媒体jとしての役割だけでなく，企

業の資産としての製品を企業広告の構成要

素として取り入れることによって「ブラン

ドとしての企業J(金業のアイデンテイテ

イ)を訴求する「ブランド価値構築jの役

割を持っている。

これは，従来行われてきた企業名の認知度向

上，消費者の企業イメージ向上のために企業姿

勢・活動を訴求する(つまり， <菌 1>を用い

て蓄えば， [A]のことを行っているのは[民

という企業である)だけではない。企業認知・

企業イメージを含めた自らの「ブランドJとし
ての企業価値・資産を構築するために企業広告

を利用して「ブランドとしての企業Jを訴求す
ることが考えられるのである。この fブランド

としての企業jを訴求するということは，企業

が消費者に対して理解してもらいたい企業のア

イデンテイティを訴求することである。つま

り， <図 1>を用いて言えば， r[A] というの

は[酎という企業のことであるjとなりうる

のである。企業のアイデンテイティを象徴する

ものを企業広告の表現素材とし，そこからテー

マを構成して訴求する。その象徴するものが製

品そのものや製品にかかわらない場合もある。

企業のアイデンテイティが企業広告を通じて消

費者に認知され，消費者の心の中に蓄積され

る。食業広告の役割として，企業のアイデンテ
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イティを企業広告で訴求することによって競合

他社との明確な違い・強みなど「ブランドJと
しての企業価値や資産が構築されることが考え

られるのである却)。そこでは，企業哲学・理念

や社会貢献だけではなく，それにプラスした形

で製品やこれまで企業広告の範聞として捉えら

れなかったもの(本稿の分析においてfその他J
に含まれるもの)も，食業広告の表現素材とし

て取り入れられることになってきているのであ

る。

今後の課題として，より動的な観点からの分

析が考えられる。rTcc広告年鑑jゃrACC.CM
年鑑jなどから企業広告を抽出して時系列の内

容分析を行うことで，どのような表現素材が製

品・ブランドと共に用いられてきたのかという

進展の程度も明らかになるのではないだろう

か。

本稿にはいくつかの限界もある。本稿では，

企業広告を抽出し，そこに用いられている表現

素材をチェックするという方法を採用したが，

そこには，調査者の勝手な判断・主観が入る恐

れがあるという問題が存在する。今後，企業の

広告担当者等への開き取り調査によって分析結

果を補完していくことが必要であろう。また，

本稿で抽出した企業広告の利用媒体と実際に利

用が多い媒体の比率に大きな差が存在してお

り，本穏では印麟媒体に偏っていた2九内容分

析に隠しては， Davis (1997)が提示する方法

に基づいて，複数の人間が企業広告の表現素材

のチェックを行い，その信頼性を高めていくと

20)最近では，企業広告を利用したこうした事例も見ら

れる。詳細は， r宣伝会議j2001年1月号， pp.22ω 
52.を参照。

21) h998年度企業広告の総合調査jによると，使用

媒体は，TV(32.2%)，新開(29.0%)，雑誌(14.1%)，
ラジオ (2.3%)，その他 (21.7%)の綴であった。

なお，1E業広告費の支出別で分類した場合億円

未満の食業で新開 (58.9%)の利用比率が最も高か

った。

いう作業を採用することが考えられるmoそし

て，表現素材をチェックする手続についても， 1 

つの企業広告に関して，全ての人間が一致して

同様のチェックを行うことが可能な表現素材の

項目を策定することが求められる。

本稿では，会業広告と製品広告の境界媛妹化

に注目してきた。ところが，一方で企業広告と

製品広告と明確に分けて実施している企業も存

在する。両広告を明確に分けて実施したほうが

広告の効果が高いと考えられる理由があるので

あろうか。企業にとって，間広告を分けて行う

必要がある場合はいかなる状況であるのか。分

けて行っていない企業との広告効果や広告マネ

ジメントに差が存在するのか。また，広告をめ

ぐる議論として，最近は勤'lC(統合型マーケテ

イング・コミュニケーション)の研究が盛んに

行われているが，その中で両広告を統合した管

理についてはほとんど議論の対象となっていな

い。今後は，先に提示した仮説の検証とともに，

企業の広告マネジメントにおける以上の点を明

らかにすることが課題となる。この仮説検証

は，ブランド価値を構築するための製品広告と

の相互作用を考える点でも重要となる。
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